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■論説 ■

環境保全の政策手段と対応コスト

-IPCCWG3の議論を踏まえて一
＊ 1

"AlternativePolicylnstrumentsforGlobalClimateChange

:AReportbaseduponIPCCWG3Discussion"

里 日田日裕＊』､,､
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けSOxについては，その違いが顕著である．第3は消

費エネルギーの種類の差である．中国ではC分やS分

の含有量の多い石炭にエネルギー源を多く頼っている

のに対して，日本は石油がエネルギー源の中心である．

そしてもう一つの要因は，両国の生産物1単位あたり

のエネルギー消費量，もしくはエネルギー投入原単位

の違いである．省エネルギー技術の導入によるエネル

ギー効率の追求が環境保全の目的達成のために不可欠

であり，発展段階の異なる日中両国にあって，如何に

効率的にそれを達成するかが問題となる．両国の汚染

の現状を踏まえてその差異の要因を探ってみると，各

産業のエネルギー効率に大きな差のあることが分かる．

地球規模での温暖化ガスの対策として，環境税の導

入や排出権市場の創設といった市場メカニズムの利用

による政策手段が議論にのぼっている．それと並行し

て，汚染防止に国際間での協力による，いわゆる共同

実施(Jointlmplementation)プログラムの提唱

も実現化しつつある．日中のエネルギー効率の差異を

考えるとき，この共同実施プログラムは考え得る環境

保全の一つの有効な手段と考えられている．そこで，

一般的な議論としてこの共同実施プログラムの意味と

その問題点について整理しておきたいとおもう．

1．はじめに

環境保全の問題は，地球温暖化ガスのように，特定

の地域や国のみの汚染の問題よりも地球規模での対処

を必要とする課題が多くなりつつある．国連のIPCC

(Inter-GovernmentalPanelonClimateChange)

の場でも，各WorkingGroupでの報告書作成の作

業が精力的にすすめられている．ここでは，そこでの

議論を踏まえて，地球温暖化対策の各種政策手段の評

価をまとめるとともに，とりわけ，近年話題となって

いる共同実施(Jointlmplementation)プログラ

ムの問題点を整理しておこうとおもう．

われわれの作成した日中大気汚染物質分析用の産業

連関表＊2によれば,1985年で中国の総CO2排出量は，

23.76億t(CO2換算,C換算では6.48億t),日本で9.86

億t(CO2換算,C換算で2.69億t)となっている．ま

たSOxについては，発生量で，中国が2340万t(SOx

換算)，日本で350万t,同排出量は，中国で2026万t，

日本で115万tとなっている．これら両国の汚染物質発

生量，排出量の差異は，主に次の要因の両国の差から

生まれてくると考えることができる．第1に両国の産

業構造，および最終需要構造の差異によるものである．

第2は両国の除去活動のレベルの違いである．とりわ
2．地球温暖化ガス対策の特質と政策手段

註1)この論文は，「イノベーション&I-Oテクニーク」第

5巻3号に記載した論文の一部を含めて,IPCCWG3での

論議を紹介するためにまとめたものです．

註2）日中大気汚染物質分析用産業連関表の作成は，通産省

通商産業研究所，中国国家統計局，環境保護局，慶應義塾大

学産業研究所の共同研究プロジェクトによって作成されたも

のである．ここでの汚染物質の発生量，排出量などの推計は

すべてこのプロジェクトの成果に依っている．

環境保全の対策としての地球温暖化ガス対策の特質

は，次の二つの点において，従来の環境問題と大きく

異なっていることをはじめに確認しておかなければな

らない．

1．温暖化ガスによる環境への影響が，空間的，時間

的に，グローバルな広がりをもっていること．

2．温暖化ガスの地球環境への影響および各種の対策

の社会・経済的影響に関して，現在までの科学的

知見をもってしても，なお不確実な要素が極めて
*慶應義塾大学商学部長教授
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多いこと．したがって，現時点でとりうる政策手

段は，それらのUncertaintyを可能なかぎり少な

くし，環境破壊および対策の社会・経済への影響

のRiskを極小化することに目標をさだめなけ

ればいけないこと．

温暖化ガスのこの特質から，政策手段の評価は，

｢気候枠組み条約(FCCC)」の次の3点のガイドライ

球温暖化の恐れが危倶に終ったり，対策が実質的に無

力であることが判明した場合でも，その対策が無意味

もしくは無駄であったとの後悔を残さないようなもの，

これを#fNo-regretPolicy''と呼んでいる．現存す

る種々 の市場欠陥(MarketDistortion)の改善や

エネルギー効率改善の努力はこの範晴に属すると言え

よう．第2のカテゴリーは，より積極的に環境保全対

策を実施するものである．不確定性からくるリスクの

軽減やより実効性のある技術の開発，そして市場メカ

ニズムを用いた経済的政策手段がこの範晴に入る.CO2

など地球温暖化ガスの除去，固定化の技術が未発達な

現状では，エネルギー効率の改善への政策的インセン

ティーブの付与がその基本的な考え方になる．

表1の市場ベースの政策手段(Market-basedor

MarketOriented)がそれである．この場合でも，

政策実施の範囲によって，各国の国内市場を対象とし

た"Uni-lateral"なものと各国協調に基づくl$Global''

なものとに分けることができる．そしてそのそれぞれ

が,市場メカニズムの“価格”に注目した炭素税(Ca-

rbonTax)や補助金(Subsidies)などの政策手段

と“数量"の調整に注目した排出権市場(Tradable

PermitMarketorTradableQuotaSystem)の

創設とに区分することができる．市場の価格メカニズ

ムが完全に機能しているという理論的前提のもとでは，

これら市場機能を活かした経済的政策手段が資源配分

の効率性を保証することは自明である．しかし実際の

市場の不完全性を考えると実行上は費用効果の観点に

限っても問題が多い．公平性(Equity)の評価とな

ると価格メカニズムによる資源配分がそれを保証でき

ないわけだから，改めて国内個人，産業間はもちろん，

国際間の負担と成果配分の公平性の確保は大きな問題

となる．

各国の市場機能が経済の発展段階に応じて異なって

おり，統一的な市場ベースの政策手段が困難な状況の

中でより実行性があると考えられているのが，市場ベ

ースの政策への将来の以降を前提とした"Negociated-

base''と言われる政策手段，具体的には"共同実施プ

ログラム(JointlmplementationProgram)"の

提案である．次節以降で詳細に検討するように，この

プログラムについても検討すべき課題が多いけれども，

すでに欧州を中心として幾つかの試みも開始されてい

る．

政策手段としての第3の範晴に入るものとして，よ

り直接的な当局の政策介入によるものもある．ここで

ンを前提に議論されている．

1．温暖化ガスの対策は，その対策費用の効率を追求

するものでなければならない.(CostEffective-

ness):対策の目標は経済効率(EconomicEffi-
－

ciency)の観点から，そのNetBenefitの極大

が望まれることはもちろんであるけれども，対策

の効果，影響の不確実性から,benefitの直接的

評価が困難ば場合が多い．したがって，環境保全

の合意された目標の達成にむけての対策費用の極

ノN上をひとつの基準とする．(Article3)その場

合の費用は，技術条件や資源の賦存状態を所与と

した短期的費用(StaticCost)とそれらが流動

的な長期の場での費用(DynamicCost)の両

面から捉えられなければならない.FCCCのガ

イドラインでは，この目標達成のために，気候枠

組み条約締結国間での対策の共同実施をも認めて

いる．

2．対策は，温暖化ガスによる社会・経済的影響の不

確実性とRiskの伴う費用を最小化し,Sustana-

bleGrowthを得ることを前提とする．

3．地球環境保全の対策が不公正な貿易をもたらす制

約(UnfairTradeRestriction)となってはな

らない．

政策手段の評価の基準としては，次の幾つかの観点

をあげることができる．

1．CostEfficiency

2．DistributiveJustice

３
４
５

AbilitytoModifyPolicySetting

MinimizingAdministrativeCost

EvaluationofNegativeCosts

地球環境保全の政策手段とその実施に伴う問題点と

いう視点から要約すると表1のようにまとめることが

できる．

環境保全の政策手段としては，大きく三つのカテゴ

リーに分けることができる．地球温暖化の可能性とそ

の影響評価の不確定性に鑑み，保全を目的としてとら

れた何らかの政策実施が将来のしかるべき時点で，地

－2－
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は，各種規制(Regulatory､Instrument),適応的

対策(Adaptation),吸収源の拡大(Sinklnstru-

ment),資源再利用(Recycle),省エネルギー対策

(EnergyConservation)などを含めて考えている．

それぞれが実施手段として，市場機能を補完するもの

であり，必ずしも直接的政策介入の厳密な手段に限っ

ているわけではないことはもちろんである．こうした

政策手段のそれぞれが，先に示した評価基準に照らし

てその功罪が検討されなければならない．次節以降特

に共同実施のプログラムに絞ってその理論的意味と将

来の方向性を探ってみたい．

3．共同実施プログラムの枠組みと問題点

3.1共同実施プログラムとは何か

日中の環境分析用の産業連関表の作成を通じて，日

中両国の大気汚染物質の排出の状況を観測してみると，

両国の大気汚染物質の発生，除去，排出の程度は，両

国の経済発展段階を反映した産業構造や最終需要構造

の差異とエネルギー等の技術係数の差異とに大きく依

存していることがわかる．経済発展がその国の国民に

とって重要なことは言うまでもないことだから，地球

規模の環境保全の課題は，発展段階の異なる多様な国々

が，その経済発展の目標を損なうことなく達成できる

ものでなければならないわけで，環境保全の対策もそ

の経済発展と両立できるものでなければ，国際間の合

意をえることは困難であろう．環境保全対策が経済成

長に及ぼす影響に関しての議論は,三つの視点からな

されてきている．すなわち，その対策の経済的効果

(EconomicEffectiveness),環境保全の効率性(En-

vironmentalEffectiveness),効果および負担の公

平性(Equity)の三つの視点である．第一の経済的

効果の問題は，経済成長ないしは経済発展に如何なる

影響を及ぼすかという経済的効率性(EconomicEffi-

ciency)の問題と費用効率性(CostEfficiency)の

問題にさらに分けられるかもしれない．市場機能が有

効に作動する完全競争の市場状況の下では，いわゆる

市場ベース(Market-based)の環境政策手段（環境

註3)KurodaM.andShimpoK."ReducingCO2Emissions

andLong-runGrowthoftheJapaneseEconomy'',Journal

ofAppliedInput-OutputAnalysis,Vol.1,No.2,1993.

註4)Jolgenson,D.W.andP.J.Wilcoxen,"ReducingUS

CarbonDioxideEmissions:TheCostofDifferentGoals",

inJohnR.Moroneyed.AdvancesontheEconomicsof

EnergyandResources,Vol､7,Greenwich,JAIPress.
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税の導入や排出権市場の創設等）が経済的効率性，さ

らには狭い意味での費用効率性という観点から，優れ

ていることは規範的に示すことができる．しかし，そ

の場合でも，その政策手段が環境保全の効率性や効果・

負担の公平性について必ずしも保証しないという側面

を持っている．先進国における環境保全対策に限って

みても，日米両国について長期多部門最適成長モデル

の構築によって，炭素税の導入が経済成長と資源配分

に如何なる影響を及ぼし，環境保全と成長との調和が

達成できるかどうかを探ってみると,2000年のCO2排出

量を1990年レベルに安定化させるという目標設定の下

での炭素税の導入の経済評価の結果は，その経済的影

響力に関して，日米の間でもかなりの差異が見られる

ことがわれわれの分析で明かとなっている．安定化目

標達成のための炭素税は，2000年で米国が炭素トン当

り20ドル程度となっているのに対して，わが国では，

炭素トン当り600～700ドルにものぼるという結果を得

ている＊4．

将来の経済の見通しに関する不確実性，技術開発の

可能性やエネルギーの価格弾力性，所得弾力性の推計

値の妥当性など不確定な部分が多いために，これらモ

デルの推計結果には，ある程度の誤差範囲を認めざる

をえないけれども，そのことを考えても，この両国の

差異はかなりのものであり，同じ安定化目標の設定に

よる両国の負担の不公正を示しているものと言える．

そして，この差異の理由の一つの大きな要因が，両国

の現時点でのエネルギー効率の差異にあることが示さ

れている．

現時点で見ると，わが国のエネルギー効率が米国の

それをはるかに上回っており，わが国でのこれ以上の

エネルギー効率の向上は，現在の技術の制約をもって

した場合，米国よりかなりの程度コストの負担が大き

なものとなってしまう．同程度の環境保全を達成する

のであれば，現時点でエネルギー効率の劣る米国で，

それを達成した方がより費用効率的であるということ

になる．エネルギー効率の現在時点での差異というこ

とになると，問題は日米の差異の問題に留まらない．

先に述べた日中の観測資料からも分かる通り，先進

諸国と発展途上国との差異もまた極めて大きい．地球

温暖化ガスのような特定地域のみを対象としない環境

対策の場合，地域間のエネルギー効率の差異を前提と

して，その対策と効果に関して公平性が保たれること

が政策手段の選択に関して重要な視点となる．とりわ

け，開発途上国や新しい発展工業国を近隣に多く持

－4－
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っているわが国の場合，この問題は大きい．アジア諸

国のエネルギー効率と環境の問題をここで扱うわれわ

れの問題意識のひとつはここから発している．

地球規模の環境問題を扱う際に，一国経済モデルか

らの帰結だけでは不十分とおもわれるもう一つの点は，

一国でとられた環境政策の波及が国際間に及ぶという

点である．いわゆる"CarbonLeakage''といわれ

る現象は，一国での炭素税の導入が，海外での炭素排

出の拡大に繋がったり，導入国の炭素税負担の拡大が

その国の産業の国際競争力を圧迫して，商品貿易の比

較優位構造を変化させ，一国の産業の空洞化に結び付

いたりする現象を指摘したものである．アジア経済圏

での比較優位構造の変化に与える環境政策の影響を考

えなければならない．これがもう一つのわれわれの視

点である．

さらに，経済発展と環境保全の両立という観点から，

上で述べたふたつの視点は，環境政策としての国際間

の共同実施プログラム(Joint-implementation)の

可能性の検討にも発展させることができるのである．

すでに，欧米各国ではいくつかの共同実施プログラム

の提唱，実施がなされており，まだケーススタディー

の域をでないものも多いけれども，その可能性と課題

を整理しておく段階にきている．

まず，共同実施(Jointlmplementation)プロ

グラムと言われているものの内容を明らかにすること

から始めよう．

定義

@@Jointimplementation(JI)isamechanismfor

helpingpartiestotheFramewOrkConvention

onClimateChange(FCCC)meettheir(unila-

terallyorotherwiseimposed)netemissionli-

mitsbyfinancinggreenhousegasreductions

inothercountrie35.''

すなわち，国連での気候枠組み条約で取り決めた温

暖化ガスの抑制目標を達成するために，特定の国が他

国に金融的援助もしくは技術的援助を提供することに

よって，両国を総合した場合にその目標を満たすべく，

両国の共同実施によって努力しようとする計画である．

共同実施プログラムは，2国間をさらに拡大して多国

註5)P.Bohm,"OntheFeasibilityofJointlmplement-

ationofCarbonEmissionsReductions'',ClimateChange:

PolicylnstrumentsandTheirlmplications,Proceedingsof

theTsukubaWorkshopoflPCCWorkingGrouplll,1994,

January.
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間の共同実施も原理的には考えることができる．この

発想は，もともと国際の場で，国間にエネルギー効率

に差異があり，目標達成に向けての手段とその費用に

ついて格差のあることを前提としており，地球規模で

の環境保全の達成により経済効率的方法を国間での協

力によって見いだせるということを考えている．しか

し，このプログラム実施の際には，あらかじめ幾つか

の制約と問題のあることを指摘しておかなければなら

ない．

a)対象国の範囲：気候枠組み条約(TheFrame

workConventiononClimateChange:FCCC)

の取り決めには，いわゆるAnnex-ICountries(ICs)

と呼ばれる炭素排出量に関して,FCCCに基づき将

来の排出量規制の約束(2000年に1990年レベルの排出

量にまで抑制する）をした国とnon-Annex-ICou-

ntries(DCs)と呼ばれる上記Commitmentsに参

加していない途上国とが含まれており,J1の範囲を

Annex-ICountriesH(ICs)に限定するか,Annex-

Iとnon-Annex-Iとにまで拡大するかが問題となる．

後に示すように，後者の場合，必ずしもJIが費用効

率性や負担の公平性を保証しないことも起こり得る．

b)J1の対象とするActivityの範囲:J1プロジェ

クトの範囲をすべての温暖化ガスにまで拡大できるか

どうか？対象因子をCO2に限ったとしても，共同実施

の活動を汚染排出源(Source)の対策に限るか，吸

収源(Sink)の創出にまで拡大するか？

c)共同実施に参加し，実行する主体の範囲:Activi-

tyをJ1プロジェクトで実施する私企業とその政府の

関係,GlobalEnvironmentalFacility(GEF)

などの国際機関を創設した場合でも，各国から参加す

る私企業と各国政府の関係に関する問題多国間や複

数のJ1プロジェクトの調整機関として,"Clearing

house''の設定などの市場メカニズムの導入を図った

場合でも，その役割と参加主体の範囲についての国際

間合意が必要となる．

3.2JIプロジェクト実行の効果

共同実施プログラムの実行の効果を論ずる際には，

他のすべての政策手段(Policylnstruments)の場

合と同様以下の3つの視点から考えることが重要であ

る．

a)環境保全の効果(EnvironmentalEffectiveness)

について；共同実施プログラムの実行が果して，地球

規模の環境保全対策として役立ち得るかどうか．

b)経済的効果とその影響評価について；この問題は，
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いわゆる経済発展が及ぼす効果(EconomicEffective-

ness)の議論であるが，上でも指摘したように，経

済発展目標(DevelopmentGoal)と環境保全目標

(EnvironmentalGoal)の両立の可能性に係わる問

題と狭い意味での費用効率性(CostEfficiency)の

問題の二つの観点からその影響を見極めることが必要

となる．

c)公平性(Equity)の評価：環境保全の達成の公

平性とそれを実現する際の負担の公平性の問題

さらにJ1の場合，

d)将来のより理想的な環境政策，すなわち排出権市

場システム(TradingQuotaSystem)や国際環

境税(InternationalEmissionTax)の導入に向

けての準備段階の政策として役立ちうるかどうかとい

う評価視点も重要となってくる．

a)環境保全効果(EnvironmentalEffectiveness)

1)J1が地球規模での温暖化対策として役立ち得る

かどうか？

J1が将来の温暖化ガスの排出についての規制枠を合

意したAnnex-ICountriesの間でなされる場合に

は，いわゆる設定目標間での相殺効果(OffsetEffect)

が明示できるため，参加国を総合した，全体としての

環境保全目標(GlobalTarget)との対応がつけ易

い．しかし，気候条約提携国(Ics)と非条約提携国

(DCs)とのJ1の場合，もともとDCsには，環境保

全目標(EnvironmentalTarget)が設定されてお

らず,J1を実行したことの経済効果，経済成長への

影響をそれが実施されなかった場合との比較において

評価することが困難である．場合によっては,J1が技

術移転の効果などによって途上国の経済発展を進化さ

せ，温暖化ガスの排出を一層促すこともありえる．そ

の場合ICs側での資金供与による途上国での排出量

の削減の相殺効果は減退することになる．何らかのDCs

側の排出量規制に関しての合意が必要であると同時に，

途上国側の経済発展と環境に関しての基準的シナリオ

(BaselineScenario)の推定とそれに関する国際合

意が必要となろう．しかしながら，こうした途上国

を含む@$BaselineScenario"の合意の作成が困難で

あることは容易に想像できる．したがって現段階では，

J1の環境保全の効果を先験的に評価することはかな

り困難であろう．したがって現段階では，実際にJ1

の費用と環境保全の効果の比較的明確な個別のケース

に限って，プロジェクトベース(project-by-project)

で進めざるを得ない．ただしその場合でも後述の

!!CostEfficiency"に問題を残すことは考えておか

なければならない．

2)JIが技術発展にマイナスの効果を持たないか？

JIにおいて，技術供与国は既存の技術の提供を目

論む．自国でのより効果的な技術の開発には消極的に

ならざるをえない．また技術を供与された国にとって

は，提供された技術がその国に適合するかどうか，将

来のその国の発展にとって役立つかどうかが問題とな

ろう．前者の問題は，技術供与側の国での環境保全の

目標設定がその国の技術革新を振興させるに十分なほ

ど高いかどうかに掛かってくる問題であり，当初の環

境保全の目標設定が重要となってくる．

b)経済的影響と効果(EconomicEffectiveness)

環境保全の目標をどのレベルに設定すべきか？また設

定のレベルがどのように経済成長に影響を与えること

になるか？といった広い意味での"EconomicEffe-

ctiveness"の問題は,JIの問題に限られた問題では

なく，従ってJIの問題設定以前に解決しておかなけ

ればならない問題であろう．したがってここでは,JI

に関して,JIがそれがない場合に比較して，費用効

2000年排出量一
F一一一一一1990年排出量一

MACBI

MACs
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図－1条約提携国間の共同実施プログラム
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R

図－2条約提携国間の共同実施による利益配分
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率性(CostEfficiency)をもちうるかどうかという

点に絞って考えることにしたい．その場合でも，問題

を気候枠組み条約での安定化目標設定に応じた国間

(Annex-I)のケースとAnnex-Iに属する国と非条約

提携国(Non-annexl)とのケー･スとに区別して考

えることが必要である．

条約提携国間でのJIプログラムについて

2000年のCO2の排出量を1990年水準に安定化するこ

とを条約の枠組みの中で約束した2国間の共同実施プ

ログラムの場合を考えよう．両国の目標水準と汚染削

減のための費用が予め確定的に分かっている，いわゆ

る確実性下の行動を前提としておく．図－1がその状

況を単純化して示している．図の横軸は，両国の汚染

因子排出量の総計である．基準時点(1990年）には，

s国は,oksの排出量,b国は,okBの排出量の水準

にある.2000年までに両国合計でR量の汚染因子排出

の拡大が予想されているものとする.R量の中味は，

s国,b国でそれぞれoa,obの拡大となっているも

のとする．この時両国は,条約上の規定によって,2000

年には,1990年水準に安定化させるべく，Caおよび

obの量の排出量の削減を実行しなければならない．

したがって，そのときs国は,1990年の排出量oksに

I III

Es EB

Casel

I Ⅱ、Ⅱ

Es EB

CaseⅡ

図－3共同実施における市場欠陥の可能性
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Ca量を加えて,oks+oaの2000年排出量から，Ca

量の削減を，またb国は，1990年の排出量okBにob

量を加えたokB+obの2000年排出量から,ob量を削

減しなければならないことになる．図の横軸上のa

点から，右方向にs国の削減の限界費用(Marginal

AbatementCost)曲線MACsを描く．またb点か

ら，左方向にb国の削減限界費用曲線MACB

を描く．それぞれの削減目標oa,obを自国内で達成

しようとすれば,s国は,oCの限界費用,b国は,od

の限界費用が掛かることになる．そのとき,b国がs

国に資金を提供することによって，s国内での削減に

協力するとすれば,of量のs国内での追加的削減を行

うことは,b国側の費用の削減にもつながることにな

る．図-1の一部を拡大して，図-2にその部分を表現し

ている.b国は，資金をs国に提供することによって，

of量の削減が可能であったとすれば，両国総計の削減

目標を達成することは変わらないままで,b国は限界

的にAgdeの費用削減のメリットを受ける．また，s

国は，自国内の削減量をof量だけ多くすると同時に，

Acegの資金供与のメリットを受けることになる．

均衡は，両国の限界費用が均等化するe点で成立す

ることになり，この均衡はあたかも，排出権をs国か

ら,b国に売買したことと等しいことになる．

以上のように，排出量に関して，目標年次の目標値

が定まっている国同士のJIの場合には，個別プロジェ

クトの排出量緩和の程度に関係なく，両者の限界削減

費用力§均等化するかたちのJIが成立する可能性をも

つ．しかし，その場合にも両者の双方独占的な価格が

政府間の交渉によって決定されるか，多くの買い手と

売り手の参加による市場メカニズムによる均衡達成に

至るか両方の可能性を有している．競争均衡が達成さ

れれば，結果的には,TradableQuotaの市場が成

立したものと同じ効果をもつ．一方，資金の供与国も

しくは受諾国のどちらかが,何らかの市場支配力をもっ

ている場合には，それぞれの限界削減費用を実際のレ

ベルよりは，それぞれ過小もしくは過大に評価，申告

したほうが，自己の利益拡大に結び付くから，そのこ

とがMarketDistortionを生む可能性を持っている

ことにも留意しておかなければならない．図3-1およ

び図3-2は，資金の受諾国が自己の限界費用を実勢よ

り過大に申告した場合と資金の提供国がそれを実勢よ

り過小に申告した場合を表現したものであり，それぞ

れ利益の拡大にむすびついて，社会全体としては総費

用が過大になってしまう．
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る．その場合には,b国が提示する具体的なプロジェ

クトベースの削減シナリオにしたがって共同実施の利

害を考えることになる．

いま，図-5に表したような，5つのプロジェクトの

可能性があるとしよう．この場合各プロジェクトの費

用と削減量はそれぞれの具体的実行計画にしたがって

提示されることになり，不連続な幾つかの削減計画が

示されるのみである．潜在的なs国の限界費用曲線上

の5つのプロジェクトであり，それをすべて積算する

ついて

安定化目標を明示している条約提携国とその目標の

設定のない非条約提携国の間でのJIのケースは，さ

らに問題が厄介となる．それは,a)非条約提携国の

将来の汚染物質排出についての基準的シナリオ(Base-

lineScenerio)の確定が困難なこと．b)限界削減

費用の推定が実際には難しく，実際には，具体的なプ

ロジェクトをあげてその効果を算定するというやり方

にならざるをえない．その場合でも，各プロジェクト

ごとの排出量削減とそのコストの推定には不確実性を

ともなう．したがって，それぞれにおけるMonitaring

Cost､TransactionCostの増大が避けられないこ

とになろう．図-4は，このケースの取引を先の図－1

との比較で単純に描いたものである．この場合,b国

は条約提携国であり,2000年に1990年レベルに排出量

を安定化させるために，少なくともob量の削減を必

要としている．これに対して,s国は,1990年レベル

の排出量そのものが不確定であるばかりでなく,2000

年の排出水準の算定にも不確実な要素がある．いま仮

に図で,s国の1990年の排出量をOks,2000年の増分

をCa量とした場合でも,S国は2000年の削減量をCa

量以上としなければならない必然性は存在しない．し

たがって，削減量は不確定である．いま潜在的に両国

の限界削減曲線がMACB,MACsとなっているとし

て，その交点eがo点の右方にある場合には,b国に

とっては，削減目標obを達成するための限界費用が

s国での費用を上回るから，共同実施に踏み切ること

が有利となる．しかしその可能性は，s国側の削減目

標Caの水準に依存することになる．もう一つの問題

点は,s国の情報の不確定性からs国の限界削減費用

曲線そのものを確定することができないという点であ

と，図のMACsのようになり，潜在的な限界費用曲

線を上方に変位させたものとなる．そのとき均衡点は，

潜在的限界費用曲線のもとでのe点ではなく,e'点と

なってしまい，均衡費用水準が割高となると同時に，

削減可能量も過小になってしまうという弊害を生むこ

とになる．もしe'点がo点の右方にない場合には,b

国はこのプログラムの共同実施には応じないことになっ

てしまう．

c)共同実施プログラムの公平性(Equity)の問題

JIプログラムが実施国間の負担の公平性を確保す

ることに役立つかどうかという点に関しては，以上の

議論からすでにあきらかであろう．削減目標を明示し

た条約提携国同士の共同実施プログラムの場合，その

両国について，あらかじめMarketDistortionが

No-regletPolicyの成果として除去された後にも残

る限界削減費用の格差に関しての不公平（例えば，基

準時におけるエネルギー効率の差異から生まれた排出

量安定化のためのDomesticCarbonTax賦課の差

異など）は，将来の種々の不確実性が小さい場合には，

JIの実施は，マーケット機能が有効に作動すれば是

正が可能である．しかし，その場合でも，両国の交渉

上の地歩の差による利益の配分の不公正は依然として

残ることになる．

いわゆる"CarbonLeakage''の解決はおもに，
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先進諸国と途上国の問題であり，途上国の削減基準シ

ナリオや限界削減費用の推定の確実性がない状態では，

全体的な意味での排出削減に役立つかどうかが不明で

あり，したがってこの問題の解決に即座に結び付くか

どうかは評価できないことになろう．また途上国が問

題視する歴史的な意味での環境問題の責任の先進国と

途上国の偏在に関しては，市場をベースとする如何な

る政策によっても解決できない問題であり,J1が確実

性のある情報に基づいて，理想的に作動しても，たか

だか費用効率性が保証されるのみであり，分配につい

ての，いわゆるワルラスの留保問題は未解決である．

市場ベースの理想的システムへの展開の可能性

最後にこうした共同実施プログラムの実行が，環境

保全対策としてのひとつの理想的システムと考えられ

る市場ベースの諸政策，例えば排出権市場の創設や国

際環境税の導入という政策に発展的に結び付く可能性

があるかどうかという点を考えてみよう．条約提携国

間のJIプログラムに関しては,Clearinghouseの

設定など,marketdistortionの除去の努力がなされ

れば，結果的にはTradingsystemの設立と同等の

結果となることが規範的には確かめられる.Project-

by-projectベースのJIの実施の場合でも，両国間お

よび各国内での排出権の売買市場の成立が限界費用の

－9－
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均等化をもたらすことになり，より完全な排出権市場

の創設への展開と矛盾しない．

しかし，条約提携国と非提携国との間のJ1プログ

ラムの場合，段階的なプロジェクトベースのJ1は徐々

に，非提携国の排出権売買による期待される利益を少

なくすることとなり,J1に固執することとなって，

排出権取引へのincentiveを損なうこともありえる．

また，逆に条約提携国側からすれば，プロジェクトベ

ースの限界費用（価格）は，競争均衡価格より高く設

定されることになり，排出権市場創設による利益に

比して,J1による利益が小さくなり，その設立への

incentiveは拡大することになる．

いずれにせよ，幾つかの不確実性のもとでの情報蓄

積という観点からすれば，一足飛びに理想的な市場シ

ステムの創設に期待することは困難であり，現段階で

プロジェクトベースの共同実施プログラムのこころ

みは情報の蓄積効果とStep-by-stepでの環境戦略の

改善の可能性をもつという意味で，フレックシブルな

政策手段として役立ちうる．もちろん，共同実施プロ

グラムが途上国への技術供与や資金供与のひとつの道

であり，途上国の経済発展に寄与する可能性のあるこ

とも加えておかなければならない．

、




